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公文書館に係る検討について 
 

１ 公文書館機能の強化に向け平成２５年度に実施した取組   

 (1) 特定歴史公文書専用書庫の整備 

・ 県庁本館地下１階の文書倉庫のうち１号及び２号書庫を特定歴史公文書専用書庫

とし、暫定的に分散配置していた特定歴史公文書（1,461 冊）を集約。 

【写真①②参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真① １号書庫）          （写真② １号書庫） 

 

・ 特定歴史公文書専用書庫の大規模な清掃を実施。書庫扉については薄葉紙で目張

りし、汚染物質の進入防止を図った。【写真③参照】 

 

・ 温湿度計を特定歴史公文書専用書庫に設置し、データ計測を毎日定時に実施。 

（平成２６年２月の平均 温度１７．３℃、湿度４６．５％）【写真④参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真③ １号書庫扉）         （写真④ 温湿度計設置状況） 

 

 

２ 平成２６年度に実施予定の取組   

 (1) 保存箱の更なる整備 

中性紙製保存箱を１，０００箱程度整備。保存箱に収納されていない簿冊、現在の

保存箱が破損している簿冊等について優先的に新しい保存箱に収納し、特定歴史公文

書の酸化抑制等保存環境の向上を図る。 
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 (2) 燻蒸の実施 

特定歴史公文書専用書庫全体を対象に燻蒸を実施。実施時期は今年度移管簿冊の目

録調製後、中性紙製保存箱整備前を予定。 

 

 (3) 特定歴史公文書担当職員の育成 

特定歴史公文書の保存、管理、調査等を適切に行うために、特定歴史公文書担当職

員については、必要に応じて、国立公文書館のアーカイブズ研修等の受講により専門

スキルの向上を図る。 

 

 

 

３ 特定歴史公文書移管報告   

(1) 平成２５年度中に以下のとおり２，３１１冊が実施機関から知事に移管予定であり

当該簿冊の目録調製後、速やかに利用開始する。 

別紙１「条例施行前の永久保存文書に係る移管手続進行表」参照 

【内訳】 

・知事部局（昭和５０年度以前作成取得分） 

本庁   ２，０９９冊（公共施設及び県立学校整備、公共財産取得等） 

・その他の実施機関（昭和５０年度以前作成取得分） 

教育委員会  １９１冊（教育委員会議事資料、昇給昇格具申、懲戒処分無効確

認請求等） 

労働委員会   ２１冊（争議あっせん事件等） 

 

(2) 知事部局（地方出先機関）については、昭和５０年度以前作成取得分１，２８５冊

について存在確認済み。現在、移管の可否を各所属に確認中。平成２６年度中に移管

完了予定。 

その他実施機関については、各機関に移管促進について再度依頼し、特定歴史公文

書の掘り起こしを図る。 

 

(3) (1)の移管の結果、所蔵文書は３，７７２冊となる見込み。さらに平成２６年度中

に(2)の移管を進め、島根県公文書センター並みの所蔵文書を目指す。 

別紙２「公文書館機能比較表」参照 

 

 

 



～ ３０ ～ ４０ ４１ ～ ５０ ５１ ～ ６０ ６１ ～ ６３ １ ～ １４ １５ ～ ２３

（文書管理システム）

H27年度以降検討
知事部局
（本庁）

知事部局
（地方出先機関）

H25年度移管完了
（H26年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

昭　和 平　成

Ｈ24年度移管完了
（H25年度利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

（３０年以上経過文書） （情報企画課データ）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

病院局

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

Ｈ25年度存否確認等
（H26年度移管完了、利用開始）

企業局

議会

監査委員

労働委員会

収用委員会

海区・内水面漁業
調整委員会

H27年度以降検討（条例施行日：平成27年1月1日予定）

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

H27年度移管完了
（H28年度利用開始）

公安委員会・
警察本部

条例施行前の永久保存文書に係る移管手続進行表

実施機関名

教育庁

選挙管理委員会

人事委員会

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度以降検討

H27年度以降検討

別 紙１

１，４６１冊 ２，０９９冊

１９１冊

２１冊

１，２８５冊



公文書館機能比較表 別 紙 ２

公文書館等名

1 公文書館設置に至る
    経緯

S51.5 「大阪市文書保存研究会」設置 H5 総務課単独で公文書館整備に
係る報告書をまとめる

H22.3 S48.5 第5回栃木県県史編さん委員会
で文書館建設要望がなされる

H23.3 「熊本県行政文書等の管理に
関する条例」公布

S52.3 「大阪市文書保存研究会」公文
書館の必要性を報告

H9 関係部局で公文書館整備に係
る報告書をまとめる

S55.4 新長期総合計画に文書館整備
が位置付けられる

H24.4 「熊本県行政文書等の管理に
関する条例」施行

S57.10 「大阪市公文書館研究会」設置 H21.10 「公文書に関する庁内研究会」
設置

H22.7 全庁的ワーキンググループで公
文書館の設置検討を始める

S55.7 庁内に「県立文書館基本構想
策定委員会」設置

H25.7 特定歴史公文書利用制度開始

S59.5 「大阪市公文書館研究会」報告
をまとめる

H23.3 「島根県公文書等の管理に関す
る条例」公布

H23.3 ワーキンググループにおける検
討結果がまとまる

S59.4 総務課内に「文書館開設準備
班」を設置

S62.4 公文書館建設工事着手 H23.11 「島根県公文書等の管理に関す
る条例」全面施行

H24.3 「佐賀県公文書館条例」公布 S61.1 県庁東館（現南館）竣工

S63.4 「大阪市公文書館条例」公布 「島根県公文書センター」開所 H24.4 「佐賀県公文書館」開館 S61.3 「栃木県立文書館条例」公布

S63.7 「大阪市公文書館」開館 S61.10 「栃木県立文書館」開館

2 設置に係る費用

3 年間運営経費

4 職員配置
（平成25年4月1日現在）

5 収蔵文書(公文書)数

（平成25年4月1日現在） 明治 　２，５１８冊（1.9％） 明治～昭和初期 ２，２６５冊
（40.4％）大正 　３，１６３冊（2.4％） 昭和25年前後　  ３，３４４冊
（59.6％）昭和 ９３，２２６冊（71.3％）

平成 ３１，９２２冊（24.4％）

6 その他収蔵文書

7 延床面積

8 書架延長

9 特定歴史公文書利用
請求数（H24年度）※取
下げ含む

10 保存管理のあり方
（ 湿度管理、保存箱 の整
備、カビ対策、汚損文書の
補修等）

３，７７２冊

１，３７６．５５㎡（文書倉庫面積）
（B1F　590.4㎡、B2F　786.15㎡）

約９．６ｋｍ（現用文書含む）

４６，２４７冊（現用含む）

２９０，６３８冊（古文書）
　　８，５５１冊（行政刊行物）

・終日空調（28℃、湿度調整なし）

・中性紙保存箱で保存（収蔵文書全て）
・カビ対策は特段行っていない

・空調なし
・湿度調整あり（湿度45～55％）
・保存箱なし
・カビ対策は特段行っていない
・汚損文書の補修は特段行っていない
・燻蒸は年に1回書庫全体について実施

約３ｋｍ

３，４９８㎡

・空調なし、湿度調整あり（湿度60％以
下）

・中性紙保存箱の整備状況は全体の2
割程度
・カビ対策は特段行っていない
・燻蒸は実施していない

約５．５ｋｍ

－
(特定歴史公文書の利用制度未整備)

・終日空調（20℃、湿度50％）

・中性紙保存箱又は保存袋で保存
・カビ等対策として年2回書庫の大規模
清掃を実施するとともに週1回の簡易清
掃を実施
・燻蒸は館内の燻蒸室で古文書につい
て年間4回実施

－８１冊

大阪市公文書館 島根県公文書センター 熊本県【参考】

１８冊

－

９，２７９冊（行政刊行物） なし なし

約１０６万円（除湿機賃借料）

３人

佐賀県公文書館

特段の予算措置なし

約１，１６０万円（人件費込み）
　人件費：４１５万円
　歴史公文書ＰＤＦ経費：６２９万円

６人

栃木県立文書館

約２０億円（用地費抜き）

約２，７９０万円（人件費込み）
　文書館運営費：２，０２４万円
　史料所在調査費：７６４万円

１１人９人

１３０，８２９冊

約４６００万円（改修工事費等）

不明（県庁総務課と共同予算のため）

年代別の集計を行っていない。
また、非現用文書については、
特定歴史公文書の利用制度が
未整備であり公開していない。

１，８０２㎡２，２８９㎡

９人

５，６０９冊

　館長　１
　館長補佐　２
　指導主事　３
　古文書専門員　２（非常勤学芸員）
　行政事務嘱託員　２(非常勤)
　臨時補助員　１

約４．８ｋｍ

・終日空調（22℃、湿度55～60％）

・桐箱又は中性紙保存箱で保存
・カビ対策は特段行っていない
・汚損文書の補修としては利用請求が
あった時点で、でき得る簡易な措置のみ
・燻蒸は予算の範囲内で分割して実施

３５２冊

約２５ｋｍ

※熊本県は平成26年4月1
日見込み

｢文書館をつくる会」から県知事
に対して、公文書館設立を求め
る要望書が提出される

古いものは明治初期からある
が、年代別の集計を行っていな
い。

１３，２８４冊

約１２億円（用地費抜き）

約３６００万円（人件費込み）
電気代だけで年間９００万円

大正  　　　　　　　 　　　１２冊  （0.3％）

昭和19年度以前  　　　３０冊  （0.8％）

昭和20年度以降　３，７３０冊（98.9％）

　担当補佐　１（県政情報文書課）
　担当　２（県政情報文書課）

　館長　１
　担当係長　２
　次席調査員　１
　調査員　５
　〔うちアーキビスト２（非常勤）〕

　所長　１（総務課兼務）
　担当　３（総務課兼務）
　嘱託　５（うち県庁ＯＢ２）

　館長　１（法務課長兼務）
　担当係長　１
　(情報公開・文書担当係長兼務)
　主査　１（再任用）
　非常勤嘱託　２（学芸員ではない）
　※上記と別に県立図書館資料課長
　　 兼務 　１

なし

３５０㎡(書庫)


